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は
じ
め
に

　

公
営
企
業
、
中
で
も
水
道
・
下
水
道
は
、
最
も
生

活
に
身
近
な
公
共
イ
ン
フ
ラ
で
あ
る
。
そ
の
普
及
率

は
水
道
97
・
７
％（
平
成
24
年
末
、
簡
易
水
道
含
む
）、

下
水
道
88
・
９
％
（
平
成
25
年
末
、
農
業
集
落
排
水
、

浄
化
槽
等
を
含
む
）
で
あ
り
、
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
と
し

て
欠
か
す
こ
と
の
で
き
な
い
存
在
に
な
っ
て
い
る
。

し
か
し
、
道
路
や
橋
梁
等
に
比
べ
る
と
、
こ
れ
ま
で

水
道
・
下
水
道
の
老
朽
化
等
の
問
題
は
一
般
に
大
き

な
関
心
を
呼
ぶ
こ
と
は
少
な
か
っ
た
の
で
は
な
い

か
。
市
町
村
に
お
け
る
住
民
要
望
も
イ
ン
フ
ラ
に
つ

い
て
は
普
段
は
道
路
関
係
な
ど
が
多
い
と
聞
く
。
地

面
の
下
は
な
か
な
か
見
え
な
い
。
し
か
し
、
実
際
に

は
、
老
朽
化
と
料
金
収
入
の
先
細
り
等
に
よ
り
、
水

道
・
下
水
道
の
今
後
の
経
営
環
境
は
厳
し
い
。

　

総
務
省
で
は
、
こ
う
し
た
状
況
等
を
踏
ま
え
て
、

下
水
道
、
簡
易
水
道
事
業
を
重
点
と
し
て
財
政
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
を
強
化
す
る
た
め
の
「
公
営
企
業
会
計
の

適
用
拡
大
」
を
進
め
る
と
と
も
に
、
中
長
期
の
経
営

計
画
で
あ
る「
経
営
戦
略
」の
策
定
に
つ
い
て
、
水
道
・

下
水
道
を
は
じ
め
要
請
し
て
い
る
。

　

本
稿
で
は
、
こ
う
し
た
経
営
環
境
と
、

１
月
27
日
に
発
出
し
た
今
後
５
年
間
の

「
公
営
企
業
会
計
適
用
推
進
」
に
関
す
る

総
務
大
臣
要
請
等
に
つ
い
て
説
明
し
、

併
せ
て「
経
営
戦
略
」と
今
後
の
改
革
に

つ
い
て
も
言
及
し
た
い
。
な
お
、
文
中

意
見
に
わ
た
る
部
分
は
私
見
で
あ
る
。

　
水
道
・
下
水
道
の 

　
経
営
環
境
に
つ
い
て

　

公
営
企
業
の
経
営
は
、
全
体
と
し
て

は
堅
調
に
黒
字
で
推
移
し
て
き
て
い

る
。
し
か
し
、
料
金
収
入
は
平
成
17
年

度
を
ピ
ー
ク
に
減
少
し
、
特
に
水
道
事

業
で
は
顕
著
で
あ
る
。（
図
１
参
照
）
こ

れ
は
人
口
減
少
の
ト
レ
ン
ド
や
、
節
水

技
術
の
進
展
な
ど
需
要
動
向
の
変
化
が

影
響
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
下
水

道
は
、
普
及
率
の
拡
大
と
と
も
に
料
金

収
入
を
伸
ば
し
て
き
た
が
、
普
及
率
が

「
市
長
さ
ん
、
水
道
・
下
水
道
は
大
丈
夫
で
す
か
？
」

　
─「
公
営
企
業
会
計
の
適
用
拡
大
」と「
経
営
戦
略
」の
策
定
─

総
務
省
自
治
財
政
局
公
営
企
業
課
長　

大お
お
む
ら村
慎し

ん
い
ち一

図1

視 点

注：下水道事業の普及率については、農業集落排水、浄化槽等は含まない
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高
く
な
り
、
今
後
は
水
道
事
業
と
同
様
減
少
に
転
じ

る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。

　

こ
う
し
た
中
、
水
道
・
下
水
道
は
高
度
成
長
期
頃

に
整
備
し
た
管
路
等
が
近
年
耐
用
年
数
に
達
し
て
き

て
お
り
、
大
量
更
新
期
を
迎
え
つ
つ
あ
る
。
水
道
で

は
、
昭
和
40
年
代
後
半
か
ら
50
年
代
前
半
が
整
備
の

一
つ
の
ピ
ー
ク
で
あ
り
、
耐
用
年
数
40
年
の
水
道
管

は
現
在
、
潜
在
的
に
は
更
新
投
資
需
要
の
真
っ
た
だ

中
に
あ
る
。（
図
２
参
照
）
し
か
し
、
水

道
管
の
更
新
率
は
低
下
傾
向
に
あ
り
、

耐
用
年
数
を
超
え
て
使
用
さ
れ
て
い
る

管
路
が
年
々
増
え
て
き
て
い
る
。
ま
た
、

下
水
道
は
現
在
、
下
水
道
管
の
更
新
投

資
需
要
の
高
い
山
の
入
り
口
に
立
っ
て

い
る
状
況
に
あ
る
。
一
方
、
処
理
場
の

機
械
・
電
気
設
備
の
耐
用
年
数
は
15
年

で
あ
り
、
潜
在
的
な
更
新
需
要
は
既
に

ピ
ー
ク
に
あ
る
。
制
度
的
な
耐
用
年
数

を
超
え
て
使
用
可
能
な
管
路
や
設
備
は

あ
り
、
現
場
の
職
員
の
努
力
で
な
ん
と

か
や
り
繰
り
し
て
い
る
に
し
て
も
、
根

本
的
な
課
題
が
先
送
り
さ
れ
て
い
る
場

合
が
あ
る
。

　

実
際
、
こ
う
し
た
管
路
の
老
朽
化
等

に
起
因
し
て
、
既
に
現
実
の
サ
ー
ビ
ス

提
供
の
中
で
、
大
小
さ
ま
ざ
ま
な
障
害

が
発
生
し
て
き
て
い
る
。
例
え
ば
、
水

道
で
は
布
設
後
38
年
を
経
過
し
た
ゴ
ム

可
と
う
管
の
破
断
に
よ
り
、
市
内
１
万

戸
に
遮
断
水
が
起
き
た
事
例
、
配
水
管

の
腐
食
に
よ
る
破
損
か
ら
市
内
約
１
５
０
０
戸
で

断
水
・
漏
水
が
発
生
し
た
上
に
、
噴
出
し
た
水
が

土
砂
を
巻
き
込
ん
で
ガ
ス
管
ま
で
破
損
し
約
１
万 

４
８
０
０
戸
で
ガ
ス
供
給
も
停
止
し
た
事
例
（
公
営

企
業
が
ガ
ス
事
業
者
に
対
し
て
損
害
賠
償
）
な
ど
多

数
の
障
害
事
例
が
あ
る
。
下
水
道
に
お
い
て
も
、
管

路
施
設
に
起
因
し
た
道
路
の
陥
没
件
数
が
平
成
24
年

度
だ
け
で
約
３
９
０
０
件
発
生（
図
３
参
照
）し
て
お

り
、
例
え
ば
布
設
後
33
年
経
過
し
た
鉄
筋
コ
ン
ク

リ
ー
ト
管
の
破
損
に
よ
り
長
さ
10
ｍ
、
幅
約
６
ｍ
に

わ
た
っ
て
中
央
分
離
帯
が
陥
没
し
、
発
生
か
ら
緊
急

復
旧
ま
で
約
１
カ
月
半
、
下
水
道
管
の
補
強
工
事
と

道
路
機
能
の
復
旧
ま
で
に
は
約
４
カ
月
を
要
し
た
と

い
う
事
案
な
ど
も
生
じ
て
い
る
。

　

一
方
、
東
日
本
大
震
災
以
降
、
震
災
対
策
・
危
機

管
理
対
応
の
必
要
性
が
再
認
識
さ
れ
、
老
朽
化
対
策

図2

図3
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と
合
わ
せ
た
管
路
の
耐
震
化
や
水
橋
管
の
地
震
・
津

波
対
策
な
ど
災
害
対
策
需
要
が
増
加
し
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
に
料
金
収
入
が
低
下
す
る
中
で
の
大
量

更
新
需
要
期
到
来
と
い
う
厳
し
い
経
営
環
境
が
あ

り
、
こ
れ
を
い
か
に
し
て
乗
り
越
え
て
い
く
か
が
大

き
な
課
題
と
な
っ
て
き
て
い
る
。

　
下
水
道
・
簡
易
水
道
等
へ
の 

　
公
営
企
業
会
計
の
適
用
拡
大
に
つ
い
て

　

厳
し
い
経
営
環
境
に
対
処
す
る
に
は
、
ま
ず
各
企

業
自
ら
の
経
営
状
況
を
的
確
に
把
握
し
、
そ
れ
に
基

づ
く
中
長
期
の
経
営
の
見
通
し
と
戦
略
を
立
て
た
上

で
、
必
要
な
改
革
に
取
り
組
む
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

　

そ
の
た
め
、
本
年
１
月
27
日
に
、
高
市
総
務
大
臣

か
ら
各
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
総
務
大
臣
通
知
を

発
出
し
た
。
こ
れ
は
、
下
水
道
事
業
（
※
１
）、
簡
易
水

道
事
業
を
重
点
事
業
と
し
て
、
平
成
27
年
度
か
ら
平

成
31
年
度
末
ま
で
の
５
年
間
の
う
ち
に
、
地
方
公
営

企
業
法
の
全
部
ま
た
は
一
部（
財
務
規
定
等
）を
適
用

し
、
公
営
企
業
会
計
に
移
行
す
る
こ
と
を
要
請
し
た

も
の
で
あ
る
。
両
事
業
の
各
団
体
に
お
け
る
資
産
規

模
が
大
き
い
こ
と
な
ど
を
考
慮
し
た
も
の
で
あ
る
。

　

具
体
的
に
は
自
治
財
政
局
長
通
知
に
お
い
て
、
人

口
3
万
人
以
上
の
市
区
町
村
の
下
水
道
事
業
お
よ
び

簡
易
水
道
事
業
に
つ
い
て
は
、
５
年
間
の
重
点
取
組

期
間
内
に
公
営
企
業
会
計
に
移
行
す
る
こ
と
を
特
に

要
請
し
て
い
る
。
集
落
排
水
お
よ
び
合
併
浄
化
槽
に

つ
い
て
も
で
き
る
限
り
移
行
対
象
に
含
め
る
こ
と
と

し
て
い
る
。（
※
２
）

　

ま
た
人
口
３
万
人
未
満
の
市
区
町
村
に
つ
い
て
は
、

で
き
る
限
り
移
行
す
る
こ
と
が
必
要
と
し
て
い
る
。

　

そ
の
他
の
非
適
用
事
業
に
つ
い
て
は
、
各
地
方
公
共

団
体
の
実
情
に
応
じ
て
移
行
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

　

公
営
企
業
会
計
の
適
用
を
拡
大
す
る
意
義
、
効
果

は
、
①
官
庁
会
計
か
ら
複
式
簿
記
・
発
生
主
義
に
よ

る
公
営
企
業
会
計
に
移
行
す
る
こ
と
に
よ
り
、
公
営

企
業
の
経
営
状
況
、
資
産（
ス
ト
ッ
ク
）等
を
よ
り
的

確
に
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
、
経
営
管
理
が
向
上
す

る
こ
と
。
特
に
資
産
に
つ
い
て
は
、
固
定
資
産
台
帳

の
整
備
に
よ
り
資
産
の
老
朽
化
等
の
状
況
が
把
握
で

き
る
と
と
も
に
、
減
価
償
却
を
行
っ
て
資
産
の
費
用

を
耐
用
年
数
に
応
じ
て
各
年
度
に
配
分
す
る
た
め
、

よ
り
的
確
な
原
価
計
算
、
適
切
な
料
金
算
定
が
可
能

と
な
る
こ
と
。
即
ち
、
大
量
更
新
期
に
対
応
し
た
経
営

の
管
理
基
盤
が
整
う
こ
と
。
②
公
営
企
業
会
計
の
適

用
に
伴
い
、
制
度
上
、
予
算
を
超
え
る
弾
力
的
な
支

出
等
が
可
能
と
な
る
た
め
、
経
営
の
自
由
度
が
向
上

し
、
住
民
ニ
ー
ズ
に
対
す
る
迅
速
な
対
応
が
可
能
と

な
る
こ
と
。
こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
③
公
営
企
業
間

で
の
経
営
状
況
の
比
較
に
よ
る
経
営
改
善
、
④
議
会
、

住
民
へ
の
よ
り
的
確
な
経
営
状
況
の
開
示
、
⑤
財
務

処
理
の
知
識
・
ノ
ウ
ハ
ウ
を
持
っ
た
経
営
人
材
の
育

成
と
い
っ
た
効
果
も
生
ま
れ
る
。

　

こ
の
公
営
企
業
会
計
へ
の
移
行
に
要
す
る
各
団
体

の
経
費
に
つ
い
て
は
、
５
年
間
に
限
り
、
す
べ
て
の

法
非
適
用
事
業
を
対
象
と
し
た
公
営
企
業
債
を
創
設

す
る
こ
と
と
し
、
特
に
下
水
道
と
簡
易
水
道
に
つ
い

て
は
、
そ
の
元
利
償
還
金
に
つ
い
て
後
年
度
普
通
交

付
税
措
置
を
講
じ
る
こ
と
と
し
た
。（
※
３
）

　

さ
ら
に
、
円
滑
な
移
行
作
業
の
た
め
、
総
務
省
は

「
地
方
公
営
企
業
法
の
適
用
に
関
す
る
マ
ニ
ュ
ア
ル
」

や「
簡
易
マ
ニ
ュ
ア
ル
」等
を
作
成
し
、
１
月
27
日
に

公
表
し
た
。（
※
４
）
ま
た
各
種
研
修
、
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

事
業
な
ど
の
施
策
を
連
動
し
て
、
各
地
方
公
共
団
体

に
お
け
る
公
営
企
業
会
計
へ
の
移
行
の
取
組
を
支
援

し
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
る
。

　「
経
営
戦
略
」
策
定
と
改
革
の
取
組
に
つ
い
て

　

厳
し
い
経
営
環
境
に
対
処
す
る
た
め
に
は
、
中
長

期
の
経
営
の
見
通
し
と
戦
略
を
立
て
た
上
で
、
必
要

な
改
革
に
取
り
組
む
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
水
道
・

下
水
道
に
お
け
る
そ
の
必
要
性
は
高
い
。

　

総
務
省
は
、
昨
年
８
月
29
日
に
各
地
方
公
共
団
体

に
向
け
た
通
知（
※
５
）を
発
出
し
、「
経
営
戦
略
」策
定

に
つ
い
て
要
請
を
行
っ
た
。
こ
の
「
経
営
戦
略
」
は
、

平
成
25
年
度
に
提
言
（
※
６
）が
あ
っ
た
も
の
で
、
特
徴

は
①
中
長
期
的
な
需
要
を
適
切
に
把
握
し
、
ア
セ
ッ

ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
等
の
知
見
を
活
用
し
て
投
資
規
模

の
最
適
化
を
図
る「
投
資
試
算
」と
、
②
必
要
な
投
資

そ
の
他
の
経
費
を
賄
う
財
源
を
経
営
の
中
で
計
画
的

か
つ
適
切
に
確
保
す
る「
財
源
試
算
」を
行
い
、
③
両

視 点



市政 MARCH 201547

者
を
均
衡
す
る
形
で「
投
資
・
財
政
計
画
」即
ち
中
長

期
の
収
支
計
画
を
策
定
す
る
こ
と
に
あ
る
。
な
お
、

「
経
営
戦
略
」
は
下
水
道
等
の
法
非
適
用
の
団
体
に
お

い
て
も
策
定
が
可
能
で
あ
り
、
大
き
な
意
義
が
あ
る

も
の
で
あ
る
。

　

肝
要
な
の
は
、
こ
の「
投
資
・
財
政
計
画
」の
策
定

過
程
に
お
い
て
、
各
企
業
が
投
資
等
の
経
費
と
財
源

の
均
衡
を
図
る
さ
ま
ざ
ま
な
見
直
し
を
行
い
、
出
来

る
限
り
の
改
革
と
工
夫
を
施
す
こ
と
で
あ
り
、
こ
の

こ
と
こ
そ
が
、
特
に
期
待
さ
れ
る
取
組
で
あ
る
。

（
図
４
参
照
）

　

例
え
ば
、
投
資
の
合
理
化
（
優
先
順
位
付
け
、
ダ

ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ
等
）、
長
寿
命
化
、
過
剰
・
重
複

投
資
の
精
査
と
い
っ
た
投
資
面
の
見
直
し
、
内
部
留

保
や
料
金
の
見
直
し
、
経
常
経
費
の
効
率
化
等
々
の

自
団
体
で
努
力
で
き
る
改
革
は
も
と
よ
り
、
広
域
化
・

広
域
的
な
連
携
や
民
間
活
用
に
よ
る
規
模
の
拡
大
・

コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
等
の
改
革
が
求
め
ら
れ
る
と
こ
ろ
で

あ
る
。

　
「
経
営
戦
略
」
に
つ
い
て
は
、
積
極
的
な
取
組
を

行
っ
て
い
る
団
体
も
あ
る
が
、
取
組
の
有
無
と
進
展

は
各
企
業
に
よ
っ
て
さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
。
持
続
可
能

な
サ
ー
ビ
ス
提
供
に
向
け
た
改
革
に
資
す
る
よ
う
、

今
年
度
さ
ら
に
研
究
会
を
立
ち
上
げ
て
現
在
検
討
を

行
っ
て
い
る
。
内
容
は
、「
経
営
戦
略
」
の
円
滑
な
策

定
と
そ
の
活
用
に
関
す
る
検
討
（
※
７
）、
お
よ
び
経
営

改
革
の
中
で
も
広
域
化
の
推
進
と
民
間
活
用
に
重
点

を
置
い
た
検
討（
※
８
）で
あ
る
。

　

こ
う
し
た
取
り
組
み
の
成
果
に
つ
い
て
は
随
時
、

地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
情
報
提
供
等
を
行
う
予
定

で
あ
る
。
各
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
今
後
の

動
向
に
も
留
意
い
た
だ
き
、「
経
営
戦
略
」の
策
定
と
一

層
の
経
営
見
直
し
に
取
り
組
む
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

　
む
す
び
に

　

人
口
減
少
社
会
を
迎
え
て
、
基
幹
的
な
公
営
企
業

で
あ
る
水
道
・
下
水
道
は
岐
路
に
立
っ
て
い
る
。
持

続
可
能
な
サ
ー
ビ
ス
供
給
と
す
る
た
め
に
は
、
ま
ず

は
経
営
状
態
の
分
析
・
把
握
が
必
要
で
あ
り
、
下
水

道
・
簡
易
水
道
等
の
法
非
適
用
団
体
は
、「
公
営
企

業
会
計
へ
の
移
行
」
が
重
要
で
あ
る
。
そ
れ
と
と
も

に
水
道
・
下
水
道
と
も「
経
営
戦
略
」の
策
定
に
よ
る

中
長
期
の
経
営
の
見
直
し
が
欠
か
せ
な
い
。
投
資
の

合
理
化
等
の
見
直
し
は
も
と
よ
り
、
広
域
化
等
の
大

胆
な
改
革
も
必
要
と
な
っ
て
き
て
お
り
、
市
長
さ
ん

の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
が
期
待
さ
れ
る
場
面
が
増
え
る

と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

先
進
的
な
取
組
事
例
等
も
参
考
と
し
な
が
ら
、
公

営
企
業
の
一
層
の
健
全
な
経
営
と
改
革
が
進
む
こ
と

を
期
待
し
た
い
。　

※
１ ‌�

下
水
道
事
業
は
、
公
共
下
水
道
、
特
定
環
境
保
全
公
共
下
水

道
、
特
定
公
共
下
水
道
を
含
む

※
２ ‌�

平
成
25
年
度
決
算
時
点
で
、
下
水
道
事
業
を
行
う
地
方
公
共

団
体
の
公
営
企
業
会
計
適
用
率
は
15
・
２
％
（
１
６
５
２
団

体
中
の
２
５
１
団
体
）で
あ
り
、
簡
易
水
道
事
業
は
19
・
７
％

（
９
１
３
団
体
中
の
１
８
０
団
体
、
上
水
道
事
業
と
同
一
会

計
の
も
の
を
含
む
）で
あ
る
。

※
３ ‌�

下
水
道
は
人
口
密
度
に
応
じ
て
最
大
49
％
、
簡
易
水
道
に
つ

い
て
は
一
律
50
％
の
措
置
を
講
じ
る
。

※
４ ‌�「
地
方
公
営
企
業
法
の
適
用
に
関
す
る
実
務
研
究
会
」（
座

長
：
鈴
木
豊
青
山
学
院
大
学
名
誉
教
授
）
の
提
言
を
受
け
た

も
の

※
５ ‌�「
公
営
企
業
の
経
営
に
当
た
っ
て
の
留
意
事
項
に
つ
い
て
」総

務
省
公
営
企
業
３
課
室
長
通
知

※
６ ‌�「
公
営
企
業
の
経
営
戦
略
の
策
定
等
に
関
す
る
研
究
会
」（
座

長
：
堀
場
勇
夫
青
山
学
院
大
学
経
済
学
部
教
授
）か
ら

※
７ ‌�「
公
営
企
業
の
経
営
戦
略
の
策
定
支
援
と
活
用
に
関
す
る
研

究
会
」［
総
務
省
］（
座
長
：
堀
場
勇
夫
青
山
学
院
大
学
経
済
学

部
教
授
）

※
８ ‌�「
公
営
企
業
の
広
域
化
・
民
間
活
用
の
推
進
に
関
す
る
研
究
」

［
一
般
財
団
法
人　

自
治
総
合
セ
ン
タ
ー
］（
座
長
：
辻
琢
也

一
橋
大
学
大
学
院
教
授
）

図4


